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研究成果の概要（和文）：この研究では、ネットで様々な地域の人同士の双方向型の経済実験を行い、同じ地域
の人々が対戦した場合、居住年数の長い人々の間では空襲被害の程度に関わらず相手への譲渡額に差がない一
方、居住年数の短い人々では、空襲被害の多い地域ほど譲渡額が少ないことが明らかになった。これは、空襲被
害が多い地域では人間関係資本の形成が困難であることを示唆している。また、被災前に強固な人間関係資本が
存在していた地域では、その損失が戦争による向社会化効果を上回る可能性があることが示された。この研究
は、過去の戦争が現在の社会的選好にどのような影響を与えるかを、新たなインターネット実験を通じて明らか
にした。

研究成果の概要（英文）：This study conducted an interactive economic experiment online between 
people from different regions and found that when people from the same region played against each 
other, there was no difference in the amount of money transferred to the other regardless of the 
degree of air raid damage among those who had lived in the region for longer periods of time, while 
those who had lived in the region for shorter periods of time transferred less money than those in 
regions with more air raid damage. This suggests that the formation of social capital is more 
difficult in areas with more raid damages. The study also indicated that in areas where strong 
social capital existed prior to the disaster, the loss of such capital may outweigh the war's 
prosocialization effect. Through a novel Internet experiment, this study reveals how past wars 
affect current social preferences.

研究分野： 政治学、公共政策

キーワード： レガシー　空襲　ソーシャル・キャピタル　向社会性　フィールド実験室実験
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研究成果の学術的意義や社会的意義
この研究は、戦争や災害が地域社会に与える影響を詳細に調査し、その結果を社会全体に広めることを目指し
た。具体的には、空襲被害が多い地域では、地域の絆や信頼関係の形成が困難であることを明らかにした。ま
た、被災前に強固な人間関係が存在していた地域では、その損失が戦争による社会参加促進効果を上回る可能性
があることを示した。これらの知見は、災害復興や地域コミュニティの再建に役立つ可能性がある。さらに、こ
の研究は、インターネットを用いた新たな実験手法を開発し、その有効性を示すことで、新たな研究方法を提供
した。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

規範や慣習、文化などのインフォーマルな制度が政治や経済、社会に与える影響を計量的に明ら

かにするために、歴史的イベントや災害、戦争を自然実験として用いた研究が増加しつつある。

中でも興味深いのが、災害は後世に負の遺産を残すという一般的な予想に反して、災害は人々の

政治参加をむしろ促進する（以降、「向社会化仮説」と呼ぶ）という計量分析の結果が多数を占

めている。しかし、自身のこれまでの研究から、向社会化仮説の根拠となっている論文が、研究

の性格上、特定の地域や回答者を分析対象とせざるを得なかったこと、すなわち標本選択バイア

スが、向社会化仮説を支持する結果につながったのではないかという問題意識を持った。 

 

２．研究の目的 

向社会化仮説を巡っては、これまで戦争や災害は被災地に正と負いずれの影響を与えるのか、と

いう二分法で論争がなされてきたが、両者を支持する結果があることは、それぞれが支持される

条件や文脈があることを示唆しており、それらを明らかにする事が重要である。そこで、本課題

では、分析対象範囲の拡大と条件や文脈の操作化を通じて、戦争や災害のレガシーの総合的な理

解を目指す。また、この過程で、向社会化仮説に対する対抗仮説として、戦争による地域コミュ

ニティの破壊が当該地域のソーシャル・キャピタルを破壊することにより、向社会性やその他の

政治的経済的パフォーマンスに悪影響を与えた可能性を対立仮説として検証することも行った。 

 

３．研究の方法 

当初は、分析対象範囲の拡大というタスクを機械学習による画像解析で、また文脈の操作化とい

うタスクを最新のインターネット調査技術を用いて行う予定であった。このうち、前者について

は、２つの問題から若干の修正を行った。具体的には、まず、最近の研究で機械学習によって予

測された値を伴う観察を分析に含めることは、例えば手書き数字認識のような場合で 10 分の１

の自由度の増加にしかならないことが明らかになった。また、結果変数として当初、入手予定だ

った全国の都道府県における町丁目レベルの推定投票率が、秘匿処理に伴うデータの欠損の多

さから利用が難しいことが判明した。これらの事情から、後述のように機械学習による予測値の

利用についても研究成果を得たものの、研究資源を分析対象範囲の拡大から、インターネットに

おける実験手法の洗練化を通じた、向社会化仮説やその対抗仮説が支持される文脈や条件の特

定により重点的に割いた。 

 

４．研究成果 

(1) 空襲タイル画像のデータベース化 

 

地理院地図では戦前と戦後の航空写真のタイル画

像を時系列に一覧できるサイトを一般向けに公開

している。第 2 次世界大戦直後の画像は、撮影期間

の幅が 5 年間あるため、空襲直後の被害状況を把

握するという点では、Harada, Ito and Smith 

(2023)に比べ正確性の点で劣る。しかし、異なる時

点のタイル間で画像のズレがほぼないというメリ



ットもある。本課題の一環として、Harada, Mikami and Shimada (n/d)では、これを用いて東京

23 区と大阪市全域の空襲前後のタイル画像を専用に作成したプログラム言語を用いてダウンロ

ードし、各タイル画像に座標を振り直した。大阪市の戦前のタイル画像については、我々の指摘

までサーバーにアップロードされておらず、我々が文字通り最初の利用者となる。私は東京 23

区と大阪市をカバーするタイル画像から、特定のエリア（当該課題の場合、郵便番号）を含むタ

イル画像を抽出し結合するコードを作成した。一連の作業を行うコードは、研究成果の刊行決定

後に公開される予定である。 

 

(2) 向社会化仮説の対立仮説としてのソーシャル・キャピタル破壊仮説の検証 

 

Harada, Ito and Smith (2023)では、東京大空襲直後の数百枚の歴史的航空写真に緯度経度の

地理情報を埋め込み、町丁目レベルの空襲被害の違いを測定し、一方で、作戦計画に関する史料

から、皇居からの距離と爆撃照準点からの距離という爆撃計画に関わる全ての人為的変数を計

測した。東京大空襲という無差別爆撃を対象に、これらの処置割当メカニズムを統制しながら、

町丁目というマイクロレベルの分析単位で被害を測定することで、爆撃当日の気象条件や、道

路・線路・河川・学校・森林等の配置によって生まれる町丁目間の被害程度の差を処置変数とし

て用いるという、条件的独立性を満たす蓋然性の高い自然実験が可能なった。上述の空襲被害レ

ベルを処置変数とし、ソーシャル・キャピタルの代理変数として、町内会に法人格を与え、申請

に集会所の所有と高い組織率を必要とする認可地縁団体の有無や数を結果変数として、町丁目

を観察単位とする回帰分析を行った。その結果、空襲から数十年が経過してもなお、被害の大き

かった町丁目では、認可地縁団体への申請率が低かった。そして、被害の大きかった町丁目では、

教育年数や専門技術職・管理職比率、居住年数を示す指標も低いままであった。このことは、被

災前に強固なソーシャル・キャピタルが存在していた地域においては、その損失が戦争による向

社会化効果を上回る場合もあることを示すものである。 

 

 



(3) 地図を用いた人的コーディングの妥当性検証 

Harada, Ito and Smith (2023)では、空襲被害

のコーディングを 11 段階の人的コーディングによって行っている。その妥当性検証に地図を用

いた。具体的には、NHK によって電子化された空襲被害地図から被災地域を示す赤色部分のみを

抽出し、赤色部分が領域に占める割合を計算することで、コーディングの妥当性検証用の尺度を

作成した。この方法の前提として、地図情報の誤りと人的コーディングの潜在的な誤りとの間に

は、系統的な相関がないことを仮定している。なお、空襲被害の変数として地図情報を用いてい

ないのは、地図にも間違ったコーディングがあるためである。 

 

(4) インターネットフィールド実験室実験による空襲被害の文脈の操作化 

Harada, Mikami and Shimada (n/d)では、過去の戦争による暴力と破壊が、現在の人々の社会的

選好に与える影響とそのメカニズムの一端を、世界初のインターネット Lab-in-field 実験を通

じて明らかにした。Lab-in-field 実験は、高度な操作化を伴った行動ベースの結果変数の利用

と、自然実験のリサーチデザインの活用を両立できる一方で、その費用の大きさから、専ら発展

途上国を中心に行われてきた。そこで、本研究では、まず専用ソフトウェアを用いて、インター

ネット上に経済実験を行う実験室を作成した。一方で、東京と大阪の空襲被災地域の地域から被

験者を募り、彼らの参加を時間的、空間的に制御することで、インターネット上で財の配分を行

う双方向型の経済実験を行えるようにした。また、我々は、参加者を様々な地域の人と対戦させ

ることで、集団内／集団外の操作化を行った。事前登録した仮説の検証の結果、同じ地域の人同

士が対戦した場合、提案者は、居住年数の長い人同士では空襲被害の程度の関わらず提案額に差

がない一方、居住年数の短い人では、空襲被害の多い地域ほど提案額が少ないという結果が得ら

れた。これは、空襲被害が多い地域ではソーシャル・キャピタルの形成がより困難であることを

示している。 
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